






なっており、2007 年 1 月には観光立国推進基本
法を策定、2008 年 10 月には観光庁を設置した。
2010 年には 93SNA に基づいた観光サテライト勘


























関西における 2006 年の入込み客数は 4.8 億人で
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直接効果 450 億円 650 億円 900 億円
経済波及
効果



























X li＝{I－(I－M )A}－1(I－M )Si






　　   V i　vi＝――   第 i 財の粗付加価値率　　   Xi
　二次波及効果は以下のように表せる。
X2i＝X liEli{Cj /(Yj－Tj)}








C j /(Yj－Tj)＝ j  県における平均消費性向
C j＝ j  県における消費支出
Yi＝ j  県における実収入
















































で 75 鉄道輸送、76 道路輸送、77 水運、78 航空輸送、
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 れる域内生産額観光消費支出で誘発さ1X  
れる粗付加価値額観光消費支出で誘発さ1V



































































































品　　目 産業分類 + 奈良県内 関西内
宿泊費 旅館・その他宿泊業 21,214 4,353
飲食費 飲食店 7,954 2,426
交通費 運輸 5,616 8,319
土産物代 6,374 3,129
　うち　生鮮農産物 農業 1,275 626
　　　　菓子類等 食料品 1,275 626
　　　　衣料品 繊維製品 1,275 626
　　　　玩具等 その他の製造工業製品 2,549 1,251









大　阪 32,487 16,762 20.8% 20.4%
京　都 7,449 3,912 4.8% 4.8%
兵　庫 9,536 4,708 6.1% 5.7%
奈　良 98,890 52,464 63.2% 64.0%
和歌山 2,598 1,170 1.7% 1.4%
滋　賀 2,797 1,533 1.8% 1.9%
福　井 2,663 1,418 1.7% 1.7%
関西７府県計 156,421 81,967 100.0% 100.0%
注：四捨五入のため合計は一致しない。











の 325 億円（シェア 20.8％）、その次に効果が大
きいのは、隣接している京都府ではなく兵庫県の
95 億円（同 6.1 %）である。これは、兵庫県と京
都府の経済規模の差による影響である 5）。同じ
く、県南部で世界遺産の熊野古道を共有する和歌








であり、これは 2006 年度の奈良県の名目 GRP（3
































るのに対し、奈良県の推計では 1,100 億円と 460
億円の差がある。これは、奈良県と本稿の試算で
域内調達率の設定方法が異なるためと考えられ




る 7）。本稿では、域内需要増加額が 1,000 億円で
あることから、直接効果である 650 億円（うち奈










































































































には総計 2 兆 4469 億円の経済波及効果が創出さ
れる。乗数効果は 1.6945 である。これは 3.2 でみ
た観光事業の経済波及効果の乗数 1.5642 を上回
る。粗付加価値額でみると、1 兆 3744 億円であり、






















































大　阪 2,016,407 1,128,387 82.4% 82.1%
京　都 79,482 49,877 3.2% 3.6%
兵　庫 175,964 100,598 7.2% 7.3%
奈　良 59,823 29,662 2.4% 2.2%
和歌山 40,502 20,623 1.7% 1.5%
滋　賀 44,586 26,446 1.8% 1.9%
福　井 30,123 18,841 1.2% 1.4%



































































2800 億円 2650 億円
3･4･5 工場計で
5260 億円 2500 億円 1 兆 3218 億円
注：土地代を除く投資額
　4 プロジェクトの初期投資が関西経済に与える
効果は合計で 1 兆 3908 億円であり、乗数は 1.0522






























( 第 3･4･5 工場 )
住友金属
和歌山 計
大　阪 306,792 70,926 147,805 70,998 596,521
京　都 15,467 6,880 13,796 6,910 43,054
兵　庫 26,659 170,611 308,928 24,633 530,831
奈　良 9,308 2,343 4,995 2,041 18,688
和歌山 4,080 1,902 3,809 155,736 165,527
滋　賀 6,261 4,087 8,284 3,245 21,877
福　井 3,787 2,781 5,513 2,203 14,284




1 大　阪 広告・調査・情報サービス 135,397
2 兵　庫 建築 106,985
3 大　阪 その他の対事業所サービス 57,707
4 大　阪 商業 56,078
5 兵　庫 商業 43,833
6 兵　庫 広告・調査・情報サービス 40,645
7 大　阪 建築 37,841
8 兵　庫 その他の対事業所サービス 35,261
9 和歌山 その他の対事業所サービス 33,791



































































　（平城遷都 1300 年記念事業） 100,000 156,421 1.5642
公共投資
　（関西国際空港建設） 1,444,000 2,446,886 1.6945
民間投資






























































10）関西地域間産業連関表は 2000 年表のため、2009 年 3 月に実現した阪神と近鉄の相互乗り入れの効果は反映されていない。
図表 24　鉄道輸送と道路輸送の比較













大阪 兵庫 京都 奈良 和歌山 滋賀 福井
(百万円)





























































































を例に」『産業連関』第 11 巻 3 号　pp.18-28.
高林喜久生・下山朗（2005）「地域経済の構造変化と公
共投資　―1985 年、90 年、95 年地域間産業連関
表を用いた分析―」『経済学論究』（関西学院大学）
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